
平成22年3月

本　　　巣　　　市

本巣市行政改革大綱　実施計画

（平成18年度～平成22年度）

平成２１年度事業実績報告書
（効果額）



実施項目数 実施済数（２１年度末まで）

（H18～22） うち実施継続数

１．効率的な行政運営の推進 81 72 12 8 1 88.9%

（１）事務事業の見直し 25 23 2 2 0 92.0%

（２）組織・機構について 4 4 2 0 0 100.0%

（３）施設等の統合 15 13 1 2 0 86.7%

（４）外郭団体の見直し 1 1 0 0 0 100.0%

（５）附属機関（各種審議会等）の見直し 16 16 1 0 0 100.0%

（６）職員定員と給与見直し 4 3 2 0 1 75.0%

（７）情報化の推進等によるサービスの向上 6 5 1 1 0 83.3%

（８）公共施設の管理運営等 8 5 2 3 0 62.5%

（９）公共事業の見直し 2 2 1 0 0 100.0%

２．市民に信頼される行政運営の推進 20 20 8 0 0 100.0%

（１）公正の確保と透明性の向上 3 3 1 0 0 100.0%

（２）行政サービスの向上 11 11 4 0 0 100.0%

（３）市民参加による協働の推進 3 3 1 0 0 100.0%

（４）地域コミュニティー活動の活性化 2 2 2 0 0 100.0%

（５）まちづくりボランティアの育成 1 1 0 0 0 100.0%

３．健全な財政運営の推進 8 8 4 0 0 100.0%

（１）財政の健全化 2 2 1 0 0 100.0%

（２）自主財源の確保と受益者負担の適正化 5 5 2 0 0 100.0%

（３）各種料金の徴収方法 1 1 1 0 0 100.0%

４．職員の資質向上と意識改革の推進 7 7 3 0 0 100.0%

（１）人材の育成・確保 7 7 3 0 0 100.0%

116 107 27 8 1 92.2%

実施済の比率

平成２１年度　本巣市行政改革大綱実施計画実績報告書総括表

合　　　　　計

実施中数 未実施数区　　　分



本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22

◎ ◎

1,377

◎

170

○ ◎

◎

1,292

○ ○ ◎

3 戦没者追悼式の見直し
・戦没者追悼式の開催と運営のあり
方を見直す。

【実施完了】
・４会場開催から２会場開催方式に縮減し、各地域で順次
交代で開催することとした。

福祉敬愛課

5

6

敬老祝賀会の見直し

所管課

１．効率的な行政運営の推進

（１）事務事業の見直し

・人事管理業務の適正化と迅速化
を図るため、人事管理システムを導
入する。

福祉敬愛課

秘書広報課

取　組　内　容
実施予定年度（下段：効果額「千円」）

2

【実施完了】

【進捗状況：準備・検討】
･事務決裁方法の変更に基づく現行事務の影響を考慮し、
先進事例の調査を実施するとともに、開発業者によるデモ
ンストレーションを実施。

庁内電子決裁について調
査研究

･決裁事務の効率化とペーパーレス
化を図るため、庁内電子決裁につ
いて調査、研究をする。

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

1
独居老人へのライブカメラ
貸与

・緊急通報用発信装置を利用した
支援事業の一部代替事業として、
独居老人に対してライブカメラを活
用した支援事業を行う。

福祉敬愛課

区　分

①事務事業の整理合理化

実施項目 H21年度事業実績

【完了：未実施】
・既存システムとの併用は財政負担の増加となることから、
切り替えは実施しない。よって今後も既存システムで実施し
ていく。

【実施完了】→【Ｈ21年度段階的見直し】
・Ｈ18年度に出席者の記念品（500円相当）と飲み物を廃止
した。H22年度からは余興経費を削減する。

・敬老祝賀会の開催と運営のあり方
を見直す。

総務課

人事管理システムの導入

○
↓
◎

変更

◎

消防団事務の一部委託4

【完了：未実施】
・「岐阜県消防広域化推進計画」が策定され、消防署につい
ては、各務原市を除く岐阜地域内の市町での枠組みと決定
された。この、枠組みにより消防広域化については、協議組
織を設け作業を進めていくこととしており、その協議結果を
「広域消防運営計画」として、Ｈ23年～24年を目途にまとめ
ることとしている。消防団事務についても「広域消防運営計
画」を検討する中で、構成市町と協議していくこととした。

総務課
・平成20年4月1日本巣消防事務組
合の再編に合わせて、消防団事務
を組合へ委託する。

3



本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

○ ○
◎
↓
○

◎

変更

◎ ◎

300

○ ○
◎
↓
○

◎

変更

○ ◎

2,527 30,745

◎

590

○
◎
↓
○

◎

変更

・内部情報の簡素化と迅速化による
行政運営の効率化を図るため、文
書管理システムの導入を検討す
る。

例規集の削減

7

8

目安箱の廃止

文書管理システムの導入
を検討

総務課

【進捗状況：準備・検討】
･文書分類表に基づく文書管理の徹底に時間を要すること
やシステム導入に多額の費用が必要となることから、継続
し検討を進めていく。
【今後の対応：見直し】実施予定年度中、H21年度「実施」を
「準備・検討」に、H22年度「実施」に変更する。

総務課

9 確定申告会場の集約
・市内４ヵ所の申告相談会場を段階
的に１ヵ所とする。(ただし、根尾地
区は期間限定の出張申告相談)

税務課

【完了：未実施】
・国税庁における電子申告制度開始から２年が経過した
が、市における申告受付人数は合併後横ばいか上昇傾向
にある。また、アンケート調査や聞き取りによる希望調査を
みても現状のままを希望する人が大多数であることから、
現段階において会場を集約することについて住民の理解を
得るのは困難と考えるため、当分の間実施を見送る。

税務課【実施完了】

総合企画課

【実施完了】 総合企画課

【実施完了】
・H20年度に公共交通のあり方を検討し、「地域公共交通連
携計画」を策定、Ｈ21年度に実証運行を行い、公共交通の
抜本的見直しを図る。

【実施完了】
・議員定数の減や、配布形態の見直しによりＨ１８年度に
200冊から150冊へ削減した。さらに50冊削減するため、Ｈ２
０年度実施に向け検討したが、業務に支障をきたす恐れが
あること、経費的に大きな削減とはならないことから削減は
しないこととした。

・真正地域に設置してある３１の目
安箱を廃止する。替わりに各庁舎に
意見や満足度などの聴ける場所を
設ける。

12
公共交通機関のあり方を
検討

・市民生活の利便性を高めるため、
バスや鉄道などの公共交通機関の
あり方について検討する。

10
全期前納報奨金の段階的
廃止

・市民税と固定資産税の全期前納
報奨金を段階的に廃止する。平成
19年度に限度額を20万円から10万
円に下げる。平成20年度に廃止。

・例規はデータベース化してあるた
め、加除式の例規集２００部を半分
に減らす。

11

4



本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

◎

465

○ ◎

◎

3,400

◎

○
◎
↓
○

◎

変更

◎

559

16

13 根尾川花火大会の見直し

・開催場所を地域ごとに回し、真正
地域以外でも開催するよう運営方
法を見直す。

産業経済課
（商工観光課）

社会教育課

【実施完了】

【実施完了】

【実施完了】
・Ｈ１９年度に、本巣中学校で音楽を選択している生徒が参
加して、本巣市民の歌「羽ばたいて」を披露した。また、ＰＲ
については、引き続きメディア等を使い、さらにラジオスポッ
トを流した。前売り券販売については「チケットぴあ」に委託
し広範囲に前売り券販売を行った。人を集めるため、社会
教育課に協力を依頼し軽スポーツカーニバルを「うすずみ
サマーフェスティバル」の会場で開催した。

・写真コンテストを廃止する。

社会教育課

産業経済課
（商工観光課）

社会教育課

【実施完了】

社会教育課

【実施完了】

【完了：未実施】
・地域の祭りとして開催してきた市民運動会と、授業（学習
発表の場）として開催してきた中学校運動会の共同開催に
ついて、市民運動会終了後に根尾小・中学校長を含めた実
行委員会で検討し、共同開催は困難なため、現行のまま
別々に開催することとした。

文化講演会の運営見直し

17
根尾地域市民運動会と根
尾中学校運動会との共同
開催

・中学生の学習成果発表と地域住
民との親睦を図るため、運動会の
共同開催を検討する。

18
能郷白山ファミリー登山の
廃止

・能郷白山ファミリー登山を廃止す
る。

うすずみサマーフェスティ
バル、宗次郎淡墨桜コン
サートの見直し

15
サマーフェスタとしんせい
ふれあい祭りの統合

・集客数の増加に向けて実施方法
を見直す。　・イベントへの参加を根
尾中学の生徒だけでなく、市内中学
生徒の参加に向けた運営方法を見
直す。

・サマーフェスタとしんせいふれあい
祭りを統合して、真正地域のイベン
トとして位置づけ実施する。ただし、
盆踊りは従来どおり実施する。

14

5



本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

○
↓
◎

変更

◎

246

○
◎
↓
○

◎
↓
○

◎

変更

○
◎
↓
○
↓
◎

変更

◎

◎ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

○ ◎

19
入浴サービスの廃止を検
討

・本巣老人福祉センターと真正老人
福祉センターの入浴サービスにつ
いて、利用実態などを調査し、その
事業の廃止について検討する。

【実施完了】
・H18年度より真正老人福祉センターの入浴送迎は廃止し
た。入浴サービスについては、利用実態調査を行い廃止の
可能性を検討したが、設置が必須条件であり廃止は困難で
あったため、今後は介護予防対策として入浴サービス事業
の利活用を促進させることとした。

・助成事業として効果が認められな
いとともに割引利用券の使用状況
が不明朗であるため、廃止につい
て検討する。

【実施完了】
・市健康づくり推進協議会で説明し、検討した結果「ゆ～み
んぐ」については存続させるが、「ぬくいの湯」についてはＨ
１９年度をもって終了することとした。

・行政運営の効率化と住民サービス
の向上を図るため、民間機能を活
用することが有効な業務について、
計画的に民間委託等を推進する。

②民間委託等の推進

福祉敬愛課

全庁1 民間委託等の推進

【実施継続】
・根尾生活支援ハウス、根尾デイサービスセンター、根尾在
宅支援センターなど15施設の管理について、本巣市社会福
祉協議会を指定管理者に指定し民間委託を実施している
が、今後も可能性を検討しつつ、民間委託の推進を図って
いく。
【今後の対応：継続】

1 健康増進課

福祉敬愛課

21

③補助金等の整理合理化

プール施設利用助成事業
の廃止を検討

紙おむつ購入費助成事業
の見直し

・助成金額を段階的に減額する。
H19年度月額8,000円から5,000円
に、H21年度月額5,000円から4,000
円に減額する。

【実施完了】
・取組内容について検討したが、現行制度のまま維持する
ことと決定した。

福祉敬愛課

20
ねたきり老人等介護者慰
労金支給事業の見直し

・慰労金支給対象者を市民税非課
税世帯とする。

【完了：未実施】
・所得制限を含む経過措置を設けた見直し案をもとに検討
した結果、見直しを保留し、当分の間、現行のとおり実施す
ることとした。

6



本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

○
◎
↓
○

◎

変更

◎
　
↓
　
○

⇒
　
↓
　
◎

変更

⇒ ⇒ ⇒

○ ◎

◎

○

○
↓
◎

変更

◎
↓
⇒

⇒ ⇒

・分館活動補助金と自治会関係の
各種補助金の統合や補助金のあり
方について検討する。

【実施完了】
・地域環境活動交付金、花づくり推進事業補助金、自主防
災活動補助金及び公民館活動事業補助金について、地域
コミュニティに関わる補助金として統合することが出来ない
か検討を進めてきたが、目的が異なることから従前どおり
別々で対応することとした。

子ども大切課

総合企画課
・

社会教育課

3 補助金の見直し
・補助金の見直し方針と基準に基づ
き、全ての補助金について廃止、縮
減、終期の設定等の見直しを行う。

【実施継続】
・補助金等検討委員会を設置し補助金の統一的な交付基
準を策定し、公平かつ効果的な補助金交付を行うため、補
助金の交付団体等に対して統一的な交付基準を定め、全
ての補助金について廃止、縮減、終期の設定など見直しを
実施した。交付基準の中に、市税滞納者に対する補助金等
の交付制限の項目を設け、市税滞納者に対して行政サー
ビスの停止措置などによって、不公平を是正するとともに、
市税滞納を発生させない仕組みを導入した。なお、H19年
度は周知期間、H20年度は段階的縮減、H21年度に完全移
行となった。
【今後の対応：継続】

全庁

2
分館活動補助金と自治会
関係補助金のあり方を検
討

・防火思想の普及と消防力の強化
を図るため、女性消防団員を設置
する。

【実施完了】 総務課

1
幼稚園・保育園のあり方を
検討

・効果的な管理運営を図るため、幼
稚園・保育園のあり方について検討
する。（検討委員会を設置し検討）

【実施完了】
 ・本巣地域では施設整備に伴い３園を２園に統合し、うち１
園を新築、糸貫地域では現状の２園体制を維持しつつ２園
の新たな施設整備を、真正地域では現状の３園体制を維持
しつつ２保育園の増築に取り組む。なお、根尾地域の精華
保育園については、今後も支援を継続する。

2 女性消防団員の設置

全庁3
審議会等における女性の
登用を推進

・各種審議会における女性委員の
割合が３０％以上になるように努め
る。

【実施継続】
・各課に対して、審議会、委員会等の改選時に女性の参画
率が30％以上となるよう、また、女性委員が一人もいない
審議会等には、女性委員を登用するように通知している。
【今後の対応：継続】

（２）組織・機構について

7



本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

○ ◎

○
↓
◎

変更

○ ◎

25,000

7,961

○ ◎

◎

市民課
・

生活環境課
・

財政課
・

秘書広報課

4 学校給食センターの統合
・本巣・糸貫・真正学校給食セン
ターについては、統合する。

【実施完了】 教育総務課

3 外山連絡所の廃止を検討
・外山連絡所については、公共交通
基盤も整っているため廃止を前提
に検討する。

【実施完了】
・代替機関として郵便局、農協を選定し、H19年3月31日を
もって廃止した。

2
国保直営診療所２ヵ所のあ
り方を検討

・国保直営診療所２ヵ所は、機能や
役割、運営方針、利用状況等を調
査し、施設のあり方を検討する。

診療所

【実施完了】
・根尾診療所については、H18年度より組織のスリム化、職
員の適正配置、効率的な運営を目指し、入院診療を休止す
るとともに、火、木曜日は夕方診療と土曜日に午前診療を
開始する改革を実施した。また、本巣診療所については、
今後も訪問診療や訪問看護等在宅医療への積極的な取り
組みを推進し、地域に密着した地域医療機関として運営を
していくことで検討を完了した。

財政課分庁舎方式の検討

・分庁舎方式については、検討委員
会を設置し、地域振興や防災、窓口
サービスなどの将来あるべき姿を
見据えながら、効率的・効果的な施
設整備を検討する。

【実施完了】
 ・職員による分庁舎方式検討委員会で検討し、外部の有識
者による組織「本巣市庁舎整備検討委員会」により地域か
らの目線で検討をいただき、その検討結果として提出され
た「新庁舎の建設を急ぐべきではなく、既存建物を最大限に
活用する『分庁舎方式』を継続していくべき」という意見を尊
重し、市民の利便性・行政サービスを迅速かつ的確に提供
することができるよう、早急に効率的・効果的な施設整備を
図っていく。

4 組織機構の見直し

・社会経済情勢や行政課題、市民
ニーズに対応した施策の展開と業
務量の変化等に配慮し、組織機構
を見直す。

【実施継続】
・行政課題や市民ニーズに的確に対応するため継続的に
見直しを実施していく。
【今後の対応：継続】

秘書広報課

⇒◎ ⇒ ⇒ ⇒

（３）施設等の統合

1
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本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

◎

◎

○
↓
◎

変更

◎

○ ◎ ⇒ ⇒ ⇒

根尾長嶺住宅の廃止
・現在の入居者の退室に合わせて
廃止する。

上水道課

産業経済課
（農政課）

林政課

7

10 簡易水道の統合

・地震などに強い施設とし、安全な
水質の確保、施設の効率的な管理
を図るため、金原・川内・木倉の簡
易水道を統合し、外山簡易水道と
する。

【実施継続】
・３簡易水道統合の事業認可を受け、順次統合事業を実施
していく。
【今後の対応：継続】

9
東外山ふれあい広場の廃
止を検討

・利用実績が非常に少ないため、借
地の返還と補助金返還、維持管理
費について長期的な試算を行いグ
ランドの廃止を検討する。

【実施完了】
・利用実態について調査した結果、年々利用人数は増加し
ている状況である。また、国の補助を受けて建設した施設
のため、早急に処分することは出来ないこと、土地賃貸借
契約書に契約解除条項等の定めがなく、借地を返還するこ
とは困難な状況であることなどから契約期間の満了するＨ
23年度以降に再検討することとする。

8
根尾生活改善センターの
廃止

・現在根尾村商工会事務所として利
用されているが、商工会の合併後、
根尾村商工会は根尾総合支所へ移
転し、根尾生活改善センターは廃止
する。

【実施完了】

総務課

6 根尾樽見住宅の廃止
・現在の入居者の退室に合わせて
廃止する。

【実施完了】 財政課

5 真正地域消防車庫の統合

・消防資機材の集約管理と災害時
等における消防団員の待機場所の
確保を図るため、第１分団～第３分
団の消防車庫を１ヵ所に統合する。

【実施完了】 財政課

○ ◎

○

◎
　
↓
　
○

　
◎

変更

【実施完了】

9



本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

○ ○ ◎

◎

◎

○

◎

↓

○

◎

変更

○

◎

↓

○

○
◎

変更

・本巣、糸貫、真正民俗資料館を統
合し、本巣市民俗資料館とする。糸
貫、真正民俗資料館は収蔵庫とす
る。

【実施完了】

学校教育課

学校教育課

13 高尾プールの廃止
・高尾プールは、全く利用されてい
ないため廃止する。

【実施完了】 社会教育課

12 本巣教職員住宅の廃止
・施設も老朽化しており、近隣にア
パート等の民間施設もあるため、現
在の入居者が退室後に廃止する。

11 外山小学校の統合を検討
・児童数が非常に少なく、複式学級
が今後増加する場合は、本巣小学
校との統合を検討する。

【進捗状況：準備・検討】
・根尾地域の小中学校も含めた北部地域活性化検討委員
会を平成２１年度に立ち上げた。

15
本巣・糸貫・真正民俗資料
館の統合

【実施完了】
・使用している団体等と協議したが引き続きオープンしてほ
しいとの意見が多く、さらに要望書も提出されている状況で
ある。プール運営委員会で検討した結果、当面の間存続す
ることにするが、施設の改修時及び利用者の激減時には再
度検討することとした。

社会教育課

【進捗状況：準備・検討】
･文化財保護審議委員会や収蔵資料整理に携わる語りべ
ボランティアと空調設備の整った収蔵庫確保等を検討して
いる。また、緊急雇用補助金により、真正・本巣・根尾の各
民俗資料館の収蔵資料整理及びデータ作成を行っている。

社会教育課

14
本巣総合運動場プールの
廃止を検討

・小学生は、本巣小学校プールを利
用できるため、総合運動場プール
は廃止に向けて検討する。

10



本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

○

◎

↓

○

◎

↓

○

◎

変更

◎

◎

35

◎

35

◎

63

1
外郭団体の統合と業務の
見直しを検討

（４）外郭団体の見直し

【実施完了】
・業務の見直しについては、（財)ＮＥＯ桜交流ランドは、運営
会議を開催し「収支見込と運営状況の報告」、「無駄の排
除」等について検討している。㈱うすずみ特産は商品のPR
及び売れる特産品の開発などについての検討を指導してい
る。また、組織の統合については公益財団としての認定申
請の動向が判明した段階で行うこととしており、認定期間が
平成２５年度まで猶予されたことから、認定結果を得た後、
検討することとする。

産業経済課
（商工観光課）

【実施完了】

・(財)織部の里もとす、(財)ＮＥＯ桜
交流ランド、(財)ＮＥＯふるさと財団
等について、委員会等を立ち上げ、
組織の統合と業務の見直しを検討
する。

老人保健福祉計画作成委
員会委員の減員

総務課

（５）附属機関(各種審議会等)の見直し

【完了：未実施】
・審議の迅速化と人件費の削減を図るため、防災会議の中
で検討してきたが防災会議委員は国民保護協議会委員を
兼務し、国県の機関、ライフラインの機関及び災害応援協
定を締結している機関から構成されているため、現段階で
削減することについては、非常に困難であるとの見直し結
論に達した。

総合企画課

計画審議会委員の減員

暴走族根絶運動推進会議
委員の減員

1 防災会議委員の減員
・審議の迅速化と人件費の削減を
図るため、委員定員を２５名以内か
ら１５名以内に減員する。

2 【実施完了】 総合企画課

福祉敬愛課

3

4 【実施完了】

・審議の迅速化と人件費の削減を
図るため、委員定員を２０名以内か
ら１５名以内に減員する。

・審議の迅速化と人件費の削減を
図るため、委員定員を１５名以内か
ら１０名以内に減員する。

・審議の迅速化と人件費の削減を
図るため、委員定員を２０名以内か
ら１５名以内に減員する。
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本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

◎

378

35

◎

71

◎

35

◎

◎

42

◎

134

◎

【実施完了】

学校教育課

・審議の迅速化と人件費の削減を
図るため、委員定員を１２名以内か
ら１０名以内に減員する。

【実施完了】
産業経済課
（農政課）

11 学校評議員会委員の減員
・各学校の児童・生徒数に応じた定
員とするため、委員定員を各学校
一律１０名から５名以内とする。

【実施完了】

6

9
小口融資審査委員会委員
の明確化

【実施完了】

8

7

・委員定員を若干名から１０名以内
とする。

【実施完了】
・委員定員を「２０名以内」から「１０名以内」に減員し、今後
も活動を継続する。

【実施完了】

産業経済課
（商工観光課）

産業経済課
（商工観光課）

健康増進課

産業経済課
（農政課）

障害者計画作成委員会委
員の減員

・審議の迅速化と人件費の削減を
図るため、委員定員を１５名以内か
ら１０名以内に減員する。

富有柿の里管理運営委員
会

健康づくり推進協議会の見
直し

・委員定員を２０名以内から１５名以
内に減員する。
・協議会の活動が不活発なため廃
止を検討する。

企業誘致促進審議会委員
の減員

・審議の迅速化と人件費の削減を
図るため、委員定員を２０名以内か
ら１５名以内に減員する。

農業振興地域整備促進協
議会委員の減員

・審議の迅速化と人件費の削減を
図るため、委員定員を２０名以内か
ら１５名以内に減員する。

福祉敬愛課【実施完了】・委員会は廃止（改編）するものとした。5

10

学校教育課
・審議の迅速化と人件費の削減を
図るため、委員定員を２５名以内か
ら２０名以内に減員する。

【実施完了】12
就学指導委員会委員の減
員

◎
↓
○

◎

変更
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本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

◎
↓
○

◎

変更

90

◎

◎

◎ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

◎ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

37,000 66,666 146,864 154,715

◎

◎ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

秘書広報課

【進捗状況：実施完了予定】
・委員定員１５名以内から９名以内に減員するため、条例の
一部改正を３月定例会に上程した。
【今後の対応：完了予定】

13

・文化センターは、他の公民館と同
様の機能を持った施設であり、文化
センターのみ運営委員会を設置す
る必要がないため廃止する。

文化センター運営委員会
の廃止

市民文化ホール運営協議
会委員の減員

・審議の迅速化と人件費の削減を
図るため、委員定員を１５名以内か
ら１０名以内に減員する。

全庁

秘書広報課

16

・本巣・糸貫・真正学校給食セン
ターの統合後、委員定員を１０名以
内とする。

【実施完了】

【実施完了】

公募委員の確保
・公募委員は、既存の委員の定数
内で設けるものとし、積極的に公募
委員を選任する。

【実施継続】
・審議会等の委員を広く市民から公募することにより、市民
の意見を市政に反映し、市民による市政への参画の推進を
図る。
【今後の対応:継続】

（６）職員定員と給与の見直し

社会教育課

14
学校給食センター運営委
員会委員の減員

社会教育課

教育総務課

15

1 定員管理の適正化
・職種や所属ごとに事務事業を見直
し、組織機構の簡素合理化を図り、
職員数を5年間で4.8％削減する。

【進捗状況：実施継続】
・H２２年４月１日現在、退職職員１６名に対して新規採用を
１３名とし３名を削減し職員定数を３２４名とした。
【今後の対応：継続】

2
定員管理適正化計画の策
定

・今後の行政ニーズの動向を踏ま
え、定員モデル及び類似団体別職
員数の状況を考慮して策定する。

秘書広報課3 職員給与の適正化

・職員給与は、国や他の地方自治
体の制度との均衡を図りながら、職
員の能力、実績に応じた給与体系
に転換していくことを基本に、その
適正化を図る。

【実施継続】
・人事評価を実施（平成21年度からは年２回）し職員の能
力、実績に応じた給与体系への転換を継続的に実施する。
【今後の対応：継続】

13



本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

○ ◎

◎

602

◎

602

（７）情報化の推進等によるサービスの向上

【実施完了】4

建設課

建設課

3
道・水路占用管理システム
の導入

官民境界査定管理システ
ムの導入

4
医師手当、歯科医師手当
の見直し

・医師手当、歯科医師手当は、他団
体の支給状況を調査し、支給額の
適正化を図る。

【実施完了】
・県内他市町の医師、歯科医師手当について調査した結
果、本市においては医師、歯科医師手当が高いものの他
市町においては、地域手当、初任給調整手当、研究手当等
の支給がされている現状であり、手当などの合計額では本
市の医師、歯科医師については平均を下回る状況である。
このため、医師、歯科医師を確保する上でも医師、歯科医
師手当については現状のままとする。今後、他市町の状況
等を見据えながら状況が変わるようであれば見直しを検討
する。

秘書広報課

社会教育課

2 道路台帳の電算化

・窓口業務の迅速化と行政事務の
効率化を図るため、県統合型ＧＩＳを
導入し、道路調書や図面を電算化
する。

【実施完了】
・Ｈ２０年度から３カ年で電算化する。

建設課

1
公共施設予約管理システ
ムの導入を検討

・体育館やグラウンド、公民館など
の予約管理システムの導入を検討
する。

【実施完了】
・県内他市町の導入済みの団体及び業者について調査し
検討したが、大幅なメリットがないことから導入しないことと
した。

○
◎
↓
○

◎

変更

【実施完了】

・占用物件の場所と調書を一元管
理することによって許可事務等の窓
口業務の迅速化を図るため、道・水
路占用管理システムを導入する。

・官民境界の確定した膨大な資料
(地図位置と調書)をパソコンで一元
管理し、各種問い合わせに対し迅
速な対応が図れるよう官民境界査
定管理システムを導入する。

⇒
◎
↓
○

◎
↓
○

◎

変更
⇒
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本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

◎

1,205

○ ○ ○ ○ ◎

◎

◎

↓

○

◎

変更

◎

○ ◎【実施完了】
・学校給食センター本稼働に伴う検証、職員の適正な配置
など改善策の検討を行う必要があるため、指定管理者制度
は導入しないこととした。

産業経済課
（農政課）

全庁

【実施完了】
・施設を使用している（有）柿の里ふれあいセンター直売所
を指定管理者とする方法と、このまま施設を賃貸借する方
法を検討した結果、賃貸借の方法が施設維持費及び賃借
料等で有利であり、指定管理者制度は導入しないこととし
た。

富有柿の里ふれあいセンター

建設課

【実施完了】
・管理運営委託契約により、現在、市が負担している経費
は浄化槽の維持費がほとんどとなっており、下水道が完成
した場合には年間75千円以下となるなど指定管理者による
管理についてはメリットが少ないことから、指定管理者制度
は導入しないこととした。

産業経済課
（農政課）

屋外広告物管理システム
の導入

（８）公共施設の管理運営等

6
電子申請・届出システムの
導入を検討

・各種申請、届出について、いつで
もどこでも行政手続ができるイン
ターネットを利用した電子申請・届
出システムについて導入を検討す
る。

【進捗状況：準備・検討】
・「快適な生活基盤を備えたまち」を目指し情報通信基盤整
備を進めるため、企画部において市民及び市内事業所を対
象にアンケート調査を実施し報告書をまとめた。市民アン
ケートにおいて利用したい行政サービスでは、「住民票・戸
籍謄本などの交付申請」が1位、市内事業所アンケートにお
いては、「各種許可などの申請・更新手続き」が1位となっ
た。この調査結果を踏まえインターネットを利用した電子申
請、届出システムの導入について、今後引続き検討を進め
ていく。

5

1
指定管理者制度の導入を
検討

鍋原ポケットパーク物産販売所

・屋外広告物の管理に関する行政
事務の効率化を図るため、屋外広
告物管理システムを導入する。

【実施完了】

学校給食センター 教育総務課
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本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

○

◎

↓

○

◎

↓

○

◎

↓

○

◎

変更

○

◎

↓

○

◎

↓

○

◎

↓

○

◎

変更

○

◎

↓

○

◎

↓

○

◎

↓

○

◎

変更

⇒
総合企画課

⇒ ⇒

本巣市民スポーツプラザ

【進捗状況：準備・検討】
・導入目的である住民サービスの向上、管理経費の節減を
念頭に置き、他市において指定管理業務を受託している民
間事業者と打ち合わせを行なっているが、結論がでないた
め引き続き検討を進める。

【進捗状況：準備・検討】
・導入目的である住民サービスの向上、管理経費の節減を
念頭に置き、他市において指定管理業務を受託している民
間事業者と打ち合わせを行なっているが、結論がでないた
め引き続き検討を進める。

【進捗状況：準備・検討】
・導入目的である住民サービスの向上、管理経費の節減を
念頭に置き、他市において指定管理業務を受託している民
間事業者と打ち合わせを行なっているが、結論がでないた
め引き続き検討を進める。

本巣市民文化ホール

根尾谷地震断層観察館

◎○

・地元で集会所として利用している
施設(転作促進技術研修センター、
交流センター、集会所、その他)につ
いて、補助金耐用年数が経過して
いる施設は、地元自治会に無償譲
渡する。また、補助金の耐用年数が
経過していない施設は、経過後に
地元自治会に無償譲渡する。

【実施継続】
・各地区の集会所等を譲与するには、自治会が地縁団体を
設立する必要があるため、指導を行い、設立後、財産の処
分の制限を適用する期間が経過している根尾地域２４、糸
貫地域６の集会所等について、所要の手続きを行い無償譲
渡していく。また、期間が経過していない集会所について
も、経過後同様に無償譲渡していく。
【今後の対応：継続】

社会教育課

社会教育課

2 各地区集会所等の譲与

社会教育課
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本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

◎ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

17,500

1,189

◎ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

4,000 11,400

◎

（９）公共事業の見直し

3
富有柿の里の機能、役割
等の見直し

・富有柿の里の利活用を図るため、
検討委員会を設置し、施設の機能
や役割を見直す。

【実施継続】
・富有柿の里管理運営委員会において、利活用を図るため
施設の機能や役割を見直す検討会議を引き続き開催して
いく。また、H20年度から教育委員会の文化財整理室等とし
て一部の部屋が利用されている。さらに、平成２１年度から
は新規事業「柿づくり塾」の開催や既存の事業の見直しを
行うとともに、事業概要を「広報もとす」に掲載しPRしてい
る。
【今後の対応：継続】

産業経済課
（農政課）

総務課1 個人情報漏洩防止対策

全庁

1 電子入札システムの導入

・業者の談合防止と入札事務の透
明性、入札業務の短縮、事業者の
利便性の向上を図るため、電子入
札システムを導入する。

【実施完了】

2
公共工事コスト縮減対策の
推進

・周辺の他事業と連携した工事の実
施と計画的かつ迅速な発注の実施
に努める。

財政課

【実施継続】
・事業担当課相互の連携を密にして、計画的な工事発注に
努めていく。
【今後の対応：継続】

○ ◎

２．市民に信頼される行政運営の推進

（１）公正の確保と透明性の向上

①情報公開の推進

・各所属の保管している個人情報取
扱事務を登録し、セキュリティーの
確立を図る。

【実施完了】
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本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

◎

◎

○ ○ ◎

総合企画課

1
わかりやすい案内板の設
置

・玄関に課の案内とともに、事務内
容を記した案内板を設置する。特に
課の番号を大きくし、課の窓口にも
大きな番号看板を設置する。

【実施完了】 財政課

1
行政改革の積極的な情報
公開

2
財政事情の公表時期の見
直し

・市民にわかりやすい財政事情の
公表とするため、年２回の公表時期
を６月と１２月から２月と８月にす
る。

【実施完了】 財政課

（２）行政サービスの向上

全庁

・行政改革の内容や進捗状況等に
ついて広報紙やホームページによ
り積極的に公開する。

【実施継続】
・行政改革大綱及び平成２０年度の実施計画実績報告書
（効果額）をホームページに掲載している。
【今後の対応:継続】

3
ワンストップサービスの検
討

【実施完了】

【実施完了】
・窓口サービス検討委員会を設置するなどし、ワンストップ
サービスについて検討した結果、本市においては分庁舎方
式を採用しており、身近で地域に密着したサービスが出来
ていることから本庁舎、糸貫分庁舎、根尾総合支所につい
ては取り扱う業務に多少の違いはあるものの、現行のまま
で良いとの結論となった。ただし真正分庁舎については、来
庁者がより使い易い課の配置等によりワンストップサービス
を実施することとした。

・諸証明業務等のワンストップサー
ビスの実現に向けて検討する。

2 誘導ラインの設置

・教育委員会や企画部など市民に
場所のわかりにくい部署について、
矢印やライン、案内標識等を用いて
誘導する。

財政課

⇒⇒ ⇒ ⇒◎

◎

①窓口における対応の改善

②市民への情報提供
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本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

◎

◎ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

◎ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

◎

秘書広報課

1
各種申請書様式の統一化
等について検討

・各種申請書様式の統一化、簡素
化、添付書類の削減等について検
討する。・押印廃止の可能なものに
ついて検討する。

【実施完了】
・窓口サービス検討委員会を設置し、総務省の「押印見直し
ガイドライン」に準じて各種申請書様式の押印廃止及び申
請書の統一化、簡素化に向け見直しを実施した。

全庁

7 接遇研修の実施
・実践的な職員接遇研修を実施し、
接遇能力の向上を図る。

【実施継続】
・岐阜県市町村職員研修センターや民間の主催する研修
会に参加し、職員の資質向上を目指す。
【今後の対応：継続】

全庁

5 出張行政サービスの充実
・各種相談や申請手続きについて、
職員が各分庁舎等に出向くことによ
り、住民サービスの向上に努める。

【実施継続】
・必要に応じて、生活保護相談窓口を各庁舎で実施した。
（随時：福祉敬愛課）
・保育園及び幼稚園の入園受付について真正体育センター
や糸貫ぬくもりの里など各地域で実施した。（１０月初旬～
中旬：子ども大切課）
【今後の対応：継続】

6
窓口業務に関する研修会
の開催

・窓口業務におけるトラブル事例と
その対処方法について検討するた
め、窓口業務担当者の研修会を定
期的に開催する。

【実施継続】
・窓口業務についての研修を実施。
【今後の対応：継続】

⇒ 福祉敬愛課
・

子ども大切課

4

⇒

②わかりやすい事務手続きの推進

高齢福祉課と児童福祉課
の移設を検討

・真正分庁舎１階の市民が見える範
囲に高齢福祉課と児童福祉課が配
置できるよう検討する。

◎ ⇒ ⇒

財政課
【実施完了】
・施設改修を行わない状態での移設は既存事務スペースが
狭く困難なため、当分の間現状のままとする。
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本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

○
↓
◎

変更

 ○ ◎

○ ◎
1

パブリックコメント手続き制
度の導入

・基本的な施策等の形成過程にお
いて、市民からの意見を聞くために
パブリックコメント制度を導入する。

【実施完了】

市民課
・

税務課

④郵便局等との連携

⇒

市民課
・

税務課
・

地域調整課
・

秘書広報課

2

・窓口サービスの利便性の向上を
図るため、各種証明関係の窓口業
務を毎週１回午後７時３０分までの
時間延長することについて検討す
る。試行としては、本庁(税務課・地
域調整課)と真正分庁舎(市民課・地
域調整課)の２庁舎を検討する。

住民票等自動交付機の導
入を検討

・窓口業務の拡大と住民サービスの
向上を図るため、住民票等自動交
付機の導入について費用対効果と
合わせて検討する。

【実施完了】
・取組スケジュールを策定し、本市の現状と課題及び費用
対効果等について検討するとともに、他自治体の導入経費
及び委託料等を調査し、分析・研究し検討した結果、導入
経費やランニングコストが多額であることに加え、５年ごとに
機器の更新が義務付けられていること、市民からのニーズ
が少ないこと、自動交付機を導入しても窓口担当職員を削
減することは出来ないことなどにより、導入しないこととし
た。

1
各種行政サービスの郵便
局等との連携を検討

・住民票などの交付取次業務につ
いて、郵便局などを活用し、市役所
窓口以外でもサービスを受けられる
よう検討する。

◎ ⇒

窓口サービスの時間延長
について検討

1

【実施完了】
・時間延長よりも繁忙期の開庁が望ましいとの結論から、平
成２０年及び２１年については、年度末（日曜日）2日間と年
度始め（日曜日）1日、計3日間の開庁を真正分庁舎におい
て実施した。また、平成２２年からは近隣の市町の状況に
併せ、年度末（日曜日）１日間と年度始め（日曜日）１日、計
２日間の開庁を真正分庁舎で実施する。

③窓口業務の拡大

○ ◎

（３）市民参加による協働の推進

⇒ ⇒

【実施継続】
・住民票等郵送サービスに係る覚書を締結し実施中であ
る。（東海四県内郵便局に申請に必要な交付申請書、往
信、返信用封筒を備えている。）他に災害支援協力、廃棄
物の不法投棄等の情報提供、道路損傷等についての情報
提供に関する覚書を締結し連携を進めている。また、H19年
4月1日より外山連絡所の廃止に伴い戸籍等諸証明交付業
務を外山郵便局へ業務委託している。
【今後の対応:継続】

市民課

総合企画課
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本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

◎

◎ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

◎ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

○ ◎

2 自治会への加入促進
・転入世帯に市役所窓口において、
自治会加入促進チラシを配布する。

【実施継続】
・市民課、本巣、糸貫の各地域調整課及び根尾総合支所総
務産業課の窓口において、自治会加入促進チラシを転入
世帯に配布している。今後も窓口でチラシの配布を継続す
るなど、自治会への加入を促進していく。
【今後の対応:継続】

市民、企業、大学等との連
携

総合企画課

・ボランティア組織の活動状況を広
く情報提供するとともに、ボランティ
アをしたい人、してほしい人の調整
などを行うために、ボランティア支援
センターの設置を検討する。

【実施完了】
・まちづくりボランティア等に取り組むきっかけとなる講座を
開設するなど、人材の育成を図る事業を行った後、ボラン
ティア支援センターの設置を検討することとした。

【実施継続】
・助成団体の活動内容等を広報に掲載するとともに、事業
の周知及び積極的な活用を促すなど市民への周知を図っ
ていく。
【今後の対応:継続】

⇒ ⇒
3

総合企画課

（４）地域コミュニティー活動の活性化

1
市民活動推進助成金制度
の活用を推進

総務課

⇒◎

【実施継続】
・H18年1月に岐阜工業高等専門学校と地域連携協定書を
締結し、出前事業、現代的教育ニーズ取組支援プログラ
ム、電源地域における雇用促進対策調査事業に協力する
など連携を進めていく。
【今後の対応:継続】

・市民ボランティア組織や自主的な
活動を支援するため、市民活動推
進助成金制度の周知を図り、積極
的な活用を推進する。

総合企画課
・

福祉敬愛課
1

ボランティア支援センター
の設置を検討

（５）まちづくりボランティアの育成

総合企画課【実施完了】
・各庁舎の窓口付近に市民からの
満足度や意見などのアンケートを行
うコーナーを設置する。

・市民、企業、大学等と連携し、事
業に係る調査研究を実施する。

⇒

2 満足度・意見箱の設置
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本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

○ ○ ◎

○ ◎ ⇒ ⇒ ⇒

○

○
↓
◎

変更

◎

○
◎
↓
○

◎

変更

2

税務課

1
行政サービスと市税完納
要件との連結について検
討

・収納率の向上を図るため、行政
サービスと市税完納の用件を連結
することについて検討する。

【実施完了】
・補助金の見直しの実施により、補助金等交付規則に市税
完納要件を明記した。

2 徴収嘱託員の配置を検討
・収納率の向上を図るため、徴収経
験が豊富な徴収嘱託員の配置を検
討する。

【実施完了】
・徴収嘱託員の配置について県内市町の調査を実施し分
析を行い配置を検討したが、収納率の向上にあまりつな
がっていないことなどにより、必要に応じ再度検討すること
とした。

行政評価システムの導入
を検討

・政策や施策及び事務事業につい
て、成果指標等を用いて有効性や
効率性を客観的に評価し、行政運
営に反映していくために、行政評価
システムの導入について検討する。

税務課

・バランスシートや行政コスト計算書
などの企業会計的な手法を用いて
財政分析を行う。

【実施継続】
・総務省から公表された「新地方公会計制度研究会報告
書」、「新地方公会計実務研究会報告書」において、現在の
現金主義による会計処理の補完、公社等との連携を踏まえ
た会計の整備による全体的な財政状況の把握、コスト分析
と政策評価への活用、資産・債務改革への対応等の意義
が提示され、Ｈ２１年中の財務４表公表に向け、平成２０年
度から公会計改革を進めてきた。財務書類は、「新地方公
会計制度研究会報告書」及び「新地方公会計実務研究会
報告書」における『基準モデル』に準拠し作成し、平成２２年
２月広報で公表した。
【今後の対応：継続】

財政課

【事業完了：未実施】
・政策や施策及び事務事業について、成果指標等を用いて
有効性や効率性を客観的に評価し、行政運営に反映してい
くための行政評価システムについて、導入している自治体
の状況を調査、検討した結果、総合計画の進行管理ツール
として実施することがより有効であり、総合計画等に成果指
標を設けていることが必要である。しかし、市の現行計画で
は成果指標項目が少ないことから、後期基本計画の各施
策に成果指標等を設けることとし策定後に導入することとす
る。

財政課
全庁

３．健全な財政運営の推進

（１）財政の健全化

バランスシート等による財
政分析

1

（２）自主財源の確保と受益者負担の適正化
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本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

◎ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

　
○
　

　

　
◎

↓

○

　
◎

↓

○

⇒
　
↓
　
◎

変更

⇒
　

　

◎ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

3 未利用地の有効利用等
・未利用地の有効利用又は売却を
行う。

財政課

（３）各種料金の徴収方法

4
放課後児童施設利用料と
サービスの見直し

【実施継続】
・市名義の土地８５０筆について現地調査を行い公有財産
管理システムに登録し、一筆調査を行った結果、公会計上
普通財産となり財政課の管轄となる土地が１８４筆あった。
今後は、１８４筆の中で未利用地については売り払いを行っ
ていく。
【今後の対応：継続】

・他市との均衡を図り、放課後児童
施設利用料を段階的に引き上げる
とともにサービスの内容について見
直す。

【実施完了】
・利用者負担の公平性確保の観点から、利用料を改定する
とともに減免制度を設けた。

○ ◎

・受益と負担の公平性確保の観点
から、継続的な運営改善努力と適
正な受益者負担の原則に基づき、
使用料と手数料について定期的に
見直す。

使用料と手数料の見直し

【実施完了】
・補助金等検討委員会を設置し、すべての使用料と手数料
の洗い出しを行ない、｢使用料、手数料の設定に関する基
本的な方針｣に従いそれぞれの項目ごとに見直しを実施し
た。その結果、①使用区分が「半日」や「午前・午後」となっ
ていた区分を「１時間あたり」に体系を統一する。②使用料
を無料としていたグラウンド等について、受益者負担の原則
から新たに有料化する。③同種の施設・設備間における料
金の統一をする。を改定の基本とし、一部を除き、平成２２
年４月１日から改定する。

全庁

【実施継続】
・Ｈ19年度より滞納分、Ｈ20年度より軽自動車税分、Ｈ21年
度からは、市県民税（普通徴収）分、固定資産税分につい
て全国のほとんどのコンビニで収納することができるように
なった。
【今後の対応：継続】

全庁
・税や使用料などのコンビニ収納に
ついて、費用対効果を含めて調査
研究などを行う。

1
コンビニ収納について調査
研究等

子ども大切課

5
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本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

◎

○ ◎

○
↓
◎

変更

◎

◎ ⇒ ⇒ ⇒

◎ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
秘書広報課

秘書広報課

秘書広報課

②多様な人材の確保

1 実務経験者の採用
・権限移譲等に対応して実務経験
者などの専門職の確保に努める。

【実施継続】
・交通安全対策、防犯・防災等の危機管理対策など、市民
が安全で安心できる対策を強化することを目的として平成２
１年４月から生活安全対策監を設置した。
【今後の対応：継続】

3
人事評価システムの構築
を検討

2
自治大学校等の専門研修
の実施

・職務に必要な最新の情報、高度な
専門知識・技能を修得するため、自
治大学校等の専門研修を実施す
る。

【実施継続】
・自治大学校の専門研修へ１名、市町村アカデミー研修へ
７名、電源地域振興センター研修へ３名及び日本経営協会
研修へ1名が参加した。また、岐阜県の税務職員派遣研修
要綱や市町村等職員研修実施要綱に基づく１年間の研修
にも各１名が参加した。
【今後の対応：継続】

【実施完了】
・Ｈ１８年１１月に本巣市職員勤務評定実施規程を策定し人
事評価システムを構築した。

・職員の能力開発を効果的に推進
するため、人材育成の目的及び方
策などを明確にした人材育成に関
する基本方針を策定する。

【実施完了】
秘書広報課

秘書広報課

・職員の能力と実績を重視し、公正
かつ客観的な人事評価システムの
構築を検討する。

2
希望降格制度の創設を検
討

・本人の希望による降格制度の創
設を検討する。

【実施完了】
・Ｈ20年3月に本巣市職員希望降任及び降格制度実施規程
を創設した。

４．職員の資質向上と意識改革の推進

（１）人材の育成・確保

①人材育成の推進

1
本巣市人材育成基本方針
の策定
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本巣市行政改革大綱　実施計画　平成２１年度事業実績報告書

18 19 20 21 22
所管課取　組　内　容

実施予定年度（下段：効果額「千円」）

【○：準備・検討、　◎：実施、　⇒：継続】

区　分 実施項目 H21年度事業実績

◎
　
↓
　
○

◎

変更

◎ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

効果総額（千円）

93,396 91,483 177,609 154,805 0 517,293

秘書広報課

③職員改善提案制度の確立

職員改善提案制度の創設1

・職員自らが市政運営に関する改
善策や創意工夫を積極的に提案
し、行政サービスの向上を図るた
め、職員改善提案制度を創設する。

【実施完了】
・Ｈ20年３月に本巣市職員提案制度実施規程を創設した。

④人事交流

秘書広報課

取　　　　組　　　　効　　　　果　　　　額　　　　合　　　　計
各　年　度　効　果　額（千円）

人事交流の推進

【実施継続】
・現在岐阜県と２名の人事交流を実施しており、今後も職員
の人事交流を行うため、岐阜県などと調整を進める。
【今後の対応：継続】

職員の政策形成能力の向上と幅広
い見識を培うため、海外や国、県な
どと人事交流を推進する。

1
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